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1．はじめに

　現今の世界各国においてSNA（1968）が国民経

済計算の体系の標準的なガイドラインとして国際

的に流通していることはこれらの統計データの作

製と利用に関与する統計専門家およびエコノミス

トの間の常識であろう．かつまた，アメリカの国

民所得・生産物勘定（略して，NIPA）がこうした

世界的な潮流にあえて逆行して，1958年以来の旧

套を墨守し続けていることもこれらの統計専門

家とエコノミストの間で等しく認識されてい．る

事がらでもある．なにがこのSNAとアメリカの

NIPAとの間の断絶をもたらしたのであろうか．

それを，SNAの発展の歴史的な経過との比較に

照らして，主としてNIPAの発展の跡をたどり

ながら明らかにしょうと言うのが小論の目的であ

る．ところでSNAとアメリカのNIPAをそのま

まで比較するのは，アメリカのNIPAにとって

フェアな処遇とは言えない．アメリカの国民経済

計算に関する公式の用語（ターミノロジイ）に従う

ならば，SNAはまさに“国民経済計算”（national

economic　accounting）の体系であるのに対して，

アメリカのNIPAは“国民経済計算”の体系の1

つの構成要素である“国民所得計算”（national

i且oolne　accou且ting）の体系であるにすぎない．

これらの体系に記録され’る取引の主体と対象のカ

バレッジに関して，前者とめ此較において，後者

の視野は明瞭に局限されているからである1）．

　＊　小論は筆者の定年退官に因む経済研究所研究会

（1990年2月7日）で報告された草稿に手を入れたも
のである．改稿に当って，同研究会において藤野正三

郎，尾高旭之助，刈屋武昭の各教授から与えられたコ

メントが筆者の論点を一層明確にする上ですこぶる有

益であった．記して謝意を表したい．

　1）　“国民経済計算”と“国民所得計算”の定義は，

　こうしたSNAとアメリカのNIPAの間の視野

の相違を念頭に置いた上で，以下の第2節におい

てはSNA（1968）成立の前史である旧．SNA（1952）

が成立するに至る経過と，関連する体系である

OEECのそれに結びつくイギ．リスとヨーロッパ大

陸諸国における1950年代の研究動向を概観する．

概観の理由は2つある．第1は，それが後続する

第3節におけるアメリカのNIPAと歴史的に対

照されるからである．第2に，旧SNA（1952）が

SNA（1968）と設計の基本思想および利用の目的

において密接に共通する認識の上に立つからであ

る．これらの事実に注目する限り，SNA（1968）は

旧SNA（1952）の極めて自然な発展として読むこ

とができるのである．第2節の概観はSNA（1968）

改訂の直前までにとどめてある．筆者は，別の個

所で，すでにSNA（1968）改訂の経過およびSNA

（1968）の成立と発展のあらましを議論しておいた

からである2）．第3節は小論の主要な目的である

Allan　H．　Young　and　Helen　Tice　Stoロe，“An　Intτo－

duction　to　National　Eoonomic　Accou皿tillg，，，＆るγ”θy

げσ％7γθ暢．B％3伽θ88，　vo1。65　No．3，　March　1985，　p鼻

59－60，において与えられている．この区別は重要であ

る．わが国のエコノミストの間で，両者の区別をしな

い場合が問間散見される（例えば，ドーンブッシュ・
フィッシャー，『マクロ経済学』，上巻，（広松　毅訳），

好学社1989，p．35の“国民経済計算”の原画は，
ロational　iロcome　accountingである）．なお以下の叙

述に登場する“国民勘定”の用語は，国民所得計算の

勘定形式を用いた表章であると考えてよい．
　2）　旧SNAは，　U且ited　Nations，’4　S鯛εθη1ゾ翫一

．拓。η謡　∠Looo％π診8　α嘱　8％ppoγあ㎎　7セ必Zθ8，　Studies　in

Methods，　Series　F　No．2，　New　York　1952，として1953

年に公刊された．公刊の年に合わせて1953Sysem　of

SNA（SNA（1968），para．1．1．）の名で呼ばれることも

ある．SNA（1968）の原書名がUnited　Nations，’4鞠8一

孟θηL｛ゾ」肱麗。鰯」4000％π診3，Studies　in　Methods，　Series

FNo．2Rev．3，　New　York　1968，であることは特に断

るまでもないことであろう．』旧SNA（1952）からSNA
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アメリカのNIPAの成立過程と特色をほぼ1940

年代以降の発展の経過に即して考察する．これら

の考察を通して注目される事実は，アメリカの

N工PAの確立が，1930年代の前半に発展された

国民所得とその構成要素のみに注目するクズネツ

の思考と方法からの訣別の過程であったことであ

る．アメリカの国民所得研究におけるクズネッの

貢献は疑いもなく重大ではあるが，アメリカの

NIPAはクズネッの哲学から解放され，独立とな

ることでその独自性を確立しえたのである．小論

は，第4節におけるSNA（1968）成立以後のアメ

リカのNIPAのその後の発展に関する若干の論

点を指摘することで結ばれ，る．

2．旧SAN（1952）成立に至る経過とOEEC

　の体系

　第2次世界大戦以後における国民経済計算の研

究において，イギリスとヨーロッパ大陸における

研究が，以下の第3節で述べるアメリカの研究と

並んで，主要な研究の潮流を形成したことはほぼ

専門家の一致した見解と言ってよいであろう．そ

うして，このイギリスを含めたヨーロッパ大陸に

おける研究のいくつかの潮流が合流し，大河SNA

を形作るに至るのである．その最も重要な源流と

してケインズの『戦費調達論』を逸することはで

きない3）．よく知られているように，『戦費調達

論』の公刊は，第2次世界大戦の発生を契機とす

るイギリスの戦時財政の運営に端を発している．

ケインズは戦時財政の直面する問題と現実を国民

所得の生産，分配および支出のバランス関係の中

に写像する構想を『戦費調達論』の中において展

（1968）への改訂の経過については，倉林・作間［1980］，

第1章，においてやや立入って考察した．またSNA
（1968）成立以後の発展とそれをめぐる論点の概略は，

倉林［1989］の中で詳しく検討され’ている．

　3）　John　Maynard　Keynes，“正【ow　to　Pay　for　the

War”，　in　T物σo伽鋸目孟吻3げ」礁，　Volu皿e　IX，

E∬ωΨ8伽ぞθγ8纏。π，Ma㎝illan　St・Mムrtin，s　Pfess・

Londo亘1972．なお『戦費調達論』刊行の前後の事情

については，併せて，TゐθOo馬副4隔翻98げ㎜，
Vo1．　XXII，，46孟伽痴θ31939－1945，1物ご翻研αγ」醗L

㎜㎜θ，Ma㎝illa且Cambτidge　University　Pτess，1ρn－

don　1978，を参照．
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開したのである．やがてこの構想を詳細な統計デ

ータを用いて彫琢する作業は中央統計局において，

ストーンとミードを中心とするグループの作業に

引つがれ，『国民所得白書』（Cmd．6261）の公表と

なって結実する4）．『戦費調達論』および『国民

所得白書』（Cmd．6261）がその後の国民経済計算

体系の研究，とりわけ旧SNA（1952）およびSNA

（1968）に及ぼした影響については，揚所を噛めて

詳しく議論すべき重要な論点であるが，さし当り

筆者の見解を蛇足としてつけ加えるとするならば，

以下の3点である5）．第1に，ケインズが分析の

対象として設定した現実が戦時経済と言う危機管

理に関する問題であったことである．ケインズの

構想には，危機管理に対処するための国民経済計

算の利用と言う発想が含まれている．国民経済計

算の新しい展開の方向としてもっと注目すべき分

野であると思われる．第2，ケインズの提示する

バランス関係が持つ会計構造としての含意が明ら

かにされなければならない1後年，とりわけ1950

年代，ストーンとの協同作業の過程で，イギリス

の会計学者S，プレイが提唱した企業会計と（当時

の用語で）社会会計の間を関連ずけた“同型性”

（isomorphism）の論理に対して，ケインズのバラ

ンス関係が何を含意する．のか，更めて問わるべき

問題であろう6）．そうして第3に，ケインズの提

4）An　Analysis　of　the　Sour㏄s　of　War　Finanoe

and　the　Estimates　of　the　Natio血al　Income　and

Expendi加re　in　1938　and　1941，　Cmd．6251．なおこの

『白書』については，森田優三教授による綿密かつ詳

細な解説がある（森田優三，「国民所得の循環一国民所

得の立体的把握の方法について」，日本統計学一編，

『国民所得とその分布』，日本評論社1944）．筆者も注

意したように（倉林［1989］），上記森田諭文は，戦前に

おけるわが国の国民所得の研究の最高水準を示す必読

の文献である．

　5）筆者は，1992年8月スイスで開催が予定されて
いる国際所得国富学会（lntemational　Ass㏄iation

for　Research　in　Income　and　Wealth）の第22回総会

において，Keynes’“How　to　Pay　for　the　War”：A

Nationa1　Aooou且ts　Viewpoint，と題する報告を行う

ことになっており，詳細は上記論文の中で議論される

はずである．

　6）　“同型性”の観点から企業会計と国民経済計算

の原理的な対照を明らかにする最初の試みは，能勢信

子，『社会会計論』，白桃書房，1961，とくに第6章，
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案ずる国民所得のバランス関係およびその発展で

ある『国民所得白書』（Clnd．6261）の勘定体系と旧

SNA（1952）の構造的関連が解明されるべきであ

ろう．『国民所得白書』の勘定体系から旧SNAへ

の自然な発展を橋渡しする中心的存在は言うまで

もなくズトーンである．

　われわれはここで第2次大戦終了直後のヨーロ

ッパにおける国民経済計算の研究のもう1つの主

要な潮流である，北欧諸国における研究の動向に

目を転ずべきであろう．紙数の制約を老慮した上

で，ここで特に言及しなければならないのは，と

くに1950年代前後におけるスウェーデンとノー

ルウェイにおける発展である．まず最初に，スウ

ェー fンにおける発展は，リンダールを中心とす

る第2次世界大戦前のスウェーデンの国民所得系

列の長期推計作業（1816－1930）．これを基礎とし

てリンダールによって開発された国民経済計算の

リンダール体系を軸として展開されたと言うこと

ができよう7）．ここでその展開の詳細に立入るこ

とはできないが，リンダールの体系に関しては，

会計構造の独自性において今日においても示唆に

豊む指摘が少くないこと，金融取引と実物取引の
　　　　　　　　ノ
対比と関連ずけにおいて後に述べるプリッシュな

らびにオークルストの構想と密接に結びついてい

ること，トランスファー取引の特性の認識とその

定義において先見的な洞察を与えていることの3

点を特に指摘しておくべきであろう．

　ノールウェイにおいてほぼ同時代にプリッシュ

とその協力者によって開発された“経済循環図”

Vo1．41　No．2

の中で与えられている．その後この分野に対する企業

会計の専門家による研究は，合崎堅二教授が主宰され

る研究グループによって引継がれ，た．このグループに

よる最近の研究成果としては，合崎堅二編，『経済会

計一その軌跡と展望』，中央経済社，1986，がある．

　7）関連するリンダールの研究として、は，Erik
Lindahl　with　his　Associates，ハ砺づ。πωZ　1勿07πθ〔ゾ

8ωαε¢η1861－1930，Parts　One　alld　Two，　Bowes　alld

Bowes，1，0ndon　1937；Erikl　Li且dah1，8‘蜴663伽εんθ

翫or忽げ伽31απ4　0也嬢認，　Londo血　1939；ditto，

“The　Basic　Concept　of　National　Acoounti皿g”，1鋤θγ一

π醐鋸E6απ卯吻Rωごθω，　No．71954，であるが，前

の2つの著作に関する詳細な検討は，1茸gvar　Ohlsson，
0π　」晦あ。π謡　」4σoo％π語π9，　K：onj声mkturinstitutet，

Stockholm　1953，の中で扱われている．

はりンダールの体系とまさしく対比される北欧に

おける国民経済計算の研究のエッセンスである8）．

“経済循環図”の構想は後に国民経済計算の統合

体系としてのプリッシュによる“REFI　hter一且ow

Tables”の提案へと発展していくのであるが，併

せてここではプリッシュの“経済循環図”の開発

における2人の協力者であるベエルベとオークル

ストがそれぞれノールウェイにおける国民経済計

算の応用と理論のそれ，それ’の分野で果した貢献と

業蹟にも注意すべきであろう．まずピエルベにつ

いて言えば，その主たる貢献は，国民勘定の経済予

測への応用である“国民予算”（natio葺al　budgets）

の手法をノールウェイにおける経済計画（予測）の

方式として定着させたことにあるが，国民経済計

算の理論的および概念的研究の分野において注

目すべき聖蹟を残している9）．加えて，旧SNA

（1952）からSNA（1968）の改訂に際し，当時の統

計委員会の議長（1965－1968年）としてこの改訂作

業を積極的に推進したことも忘れるべきではない．

ビエルベは，1960年より3年間大蔵大臣として

ノールウェイの財政・金融政策の運営の責任を担

　8）　プリッシュによる“経済循環図”をめぐる関連

文献の指示は紙幅の制約によって省略せざるをえない．

“経済循環図”の概略については，前記オールソンの著
作（lngvar　Ohlsson，　oμo甑，　PP．51－58），もしくは，

山田勇，「ノルウェイにおける国民経済計算」，『経済

研究』，Vo1，1No．3，1950年7月号，を参照．これら

から文献に関する情報をも併せて知ることができる．

なお，上記山田論文は刊行記すでに40年を経た今日
においても，出色の論文であることを失っていない．
“REFI　I虻er・且ow　Tables”に関説した研究としては，

倉林［［A］1963］を参照されたい．これらの国民経済

計算関連の業蹟を含め，プリッシュの経済理論，計量

経済学の諸分野にわたる貢献をサーヴェイする試みが，

同教授のノーベル経済学賞受賞に先立つこと5年，倉

林［1966］によって為されていることも併せて注意し
ておこう．

　9）　ビエルペによる“国民経済予算”のノルウェイ

の経済計画と経済予測への応用の全容は，Petter
Jak！ob　Bjerve，　PZαππ伽g飢ハ穐πωα蜜194猶一1956，　North

I｛011alld，　Amsterdam1959，に詳しい．ビエルベによ

る国民経済計算のみならず統計開発の各分野への多彩

な貢献を鳥肉する著作集も最近公刊さている（Petter
Jakob　Bjerve，φ㎞ご，　BゆZんπ伽9∬P例・8η協Z　oρS6α一

6癬伽（Eoollomy，　Population　Issues　and　Statistics），

Statistisk　Sent1・albyra，　Oslo　1985）．
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つた期間を除くと，．1949年より1980年に至るほぼ

30年目わたりノールウェイ中央統計局（Central

Bureau　of　Statisties　of　Norway）の局長として，

国民経済計算の体系のみならず，他の統計の各分

野における開発の中心にあったのであり，ノール

ゥェィがこのビエルベの在任期間においてヨーロ

ッパにおける指導的な地位を確保しえたのは憩え

にビエルベの卓見と指導力の賜物と言っても過言

ではないであろう10）．とくに，“個人データ・フ

ァイル”の名で呼ばれるマイクロ・データセット

を基礎に据えて，統計データの収集，加工および

格納を一貫的なシステムのもとでコムピューター

化することを試みたこと（1960年代の後半）は．世

界に先駆ける不滅の先導的な実験と言うべき作業

であるが，これを企画しかつまた多大の困難を克

服して完成に導いたのもベエルベの功績である11）．

　こうしたビエルベの業績との比較において，オ

ークルストは国民経済計算体系の理論的基礎ずけ

と，国民勘定データの計量経済学的な利用の分野

に注目すべき成果を残している．とりわけ，国民

経済計算体系の公理論的接近はオールクルストに

より創始され，開発が進められた分野である．．こ

こではその公理論的接近の跡を立入って追跡する

紙幅を全く持ち合わせていないのであるが，オー

クルストによる公理論的接近はむしろ“原形式”

とそれから“誘導された形式”の設定には詳細で

はあるが，これらを用いた“原始算術”ないし“原

始代数”の構造の詳細に欠ける憾み・を残してい

る．にも拘らず旧SNAの公刊とほぼ同時にSNA

（1968）の発展を見越した公理論的基礎ずけを独力

　10）　またピエルベは国連のヨーロッパ経済委員会

（ECE）の下部機構である“ヨーロッパ統計専門家会議
（the　Coコference　of　European　Statisticians）設立者の

1人であったことは永く記憶されるべきである．その
設立30周目を記念して，ピエルベの行った講演（Pett－

er　Jakob　Bjerve，　Three．Deades　of　the　Conferenoe

．of恥ropean　Statisticians：Past　Achivements　and

Perspectives　for　the　Future，　Artikler　fra　Statistisk

Sentralbyra，　Nr．137，1982）は，この“ヨーロッパ統

計専門家会議”が国際的な統計開発の分野で果した業

蹟と貢献を説いて余すところがない，

　11）　マイクロ・データセントの統計開発に及ぼす

衝撃と国民経済計算体系との開連については，倉林
［1989］，第8章，で考察されている．
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で達成した業蹟は不朽のものであると言わなけれ

ばならない12）．

　旧SNA（1952）の公刊はストーンを中心とする

イギリスの研究と，前述した北欧を中心とするヨ

ーロッパにおける国民経済計算研究の1950年代

初頭における研究の頂点を画する成果である．旧

SNAの特徴と構造をごく大まかに要約するとす

るならば，以下の4点を指摘することができるで

あろう．まず第1に，その体系を“国内”概念と

“国民”概念を混合する体系として設計したことで

ある．両者の概念を明瞭に識別することは“居住

者”主体の定義，“生産の境界”の設定，国際間取

引（国際収支）の概念構成と定義に対し一段の彫琢

と透明さを賦与する結果をもたらしたのである13）．

第2に，“資本調整勘定”が実物的な資本形成のフ

ローと，金融的な資本調達のフローを連絡する連

鎖として設定されていることである．この“資本

12）　オークルストによる国民経済計算体系の公理的
基礎ずけは，Odd　Aukrust，1肱夢闘乱γθgπ誘仰，718（瑠．

あ3乃θ2幅π36PPθγ，　Statistisk　Se血tralbyra，　Oslo　1955，

PP．77－102，において詳しく展開されている．同じ著者

によるOdd　Aukrust，“A且Axiomatic　ApPτoach　to

Natio血al　Accouuting：An　Outlille”，丑θ”θ伽　｛ゾ

瓦。伽θα認嗣8ん，Seτies　12　No．3，　September　1966，

　　　　　　　　　　　　　　　　コ
は上記ノールウェイ語版の抄録である．国民経済計算

の公理的基礎ずけに関する研究は，ペナール（∫ean
B6nard，0伽μ翻6孟6㎜翻（幅θθごη副δZθ3〔琵”‘臨9鳴

60㎝oη砺9初θ，Presses双nversitaires　de　France，　Paris

1972），アルキポフ（01eg　Arkhipoff，‘‘Formalisme　oo－

mptable＝de　la　comtabilit6　d’entreprise直1a　CQπ1ta」

bilit6茸ationale，，，　Jb％幅dθ勧＆肋諺諺幽8舌ω認86勾粥

d6　Pω瘤，　No．31984；ditto，‘‘De　la　oomptabilit6

nationale註1a　6cono血ie皿ationale，，，　in　Edith　Archam－

bault　et　Oleg　Arkhipoff，　ed．，　E孟掘θ3　d短θoηLp孟α一

観盛‘6π画｛剛θ，E◎onomica，　Paris　1986；ditto，“Pouτ

une　theorie　generale　de　1’aggregatio■，1「e　partie

et　2θpartie”，　Jb％γ㎜昭θZω800薦6　dθ8む醐3面戸dθ

Pα幅8，No．41985　et　No．119臼6）および，倉林［1989］

によって発展された．原始代数の一類型として“会計

代数”の公理系導出を試みたのが出口（出口弘，「経済

交換の数理システム論一交換代数の公理的定式化とそ

の多元，多主体，多次元記述への拡張」，福島大学『商

学論集』，Vo1．56　No．3，1988年2月号）である．

13）　国民勘定の設計における“国内”体系と“国民”

体系の対照をわが国で最初に指摘したのが，倉林
［1965］である．“国内”体系，“国民”体系および“（両

者の）混合”体系が持つ含意とその解説は，倉林・作
間［ユ980］において与えられている．

、
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調整勘定”は，大略的には，SNA（1968）における

“資本調達勘定”の実物面と金融面を簡略化した

表章形式と言うことができよう．すなわち，旧

SNAは“資本調整勘定”を媒介として，オークルス

トの言う“実物的循環”と“金融的循環”の結合を

勘定形式の上に表渇することを達成したのである．

第3に，旧SNA（1952）は国民勘定体系における

“二二揚サービス”の定義，詞章とその評価にお

いて新生面を開拓した．すなわち，“非市揚サー

ビス”の1つの形態としての公共サービスの特性

を確認した上で，それを供給し消費する主体とし

ての“一般政府”の定義すること，かつまた，“一

般政府”が関与する取引を勘定形式に表章し，そ

の評価の問題の所在を指摘したことは，国民経済

計算体系の開発にとって不可欠の里程標であった

のである．そうして，第4に，旧SNA（1952）は

その開巻第1章において国民経済体系が表章し記

録する情報の視野と役立ちを以下の3点に集約し

たのである．その第（i）は，国民経済計算のねら

いとするところが，経済構造の体系的な叙述を与

えることにあることを鮮明にしたことである．第

（ii）に，国民経済計算の体系が経済予測ないし経

済計画の設計と実行のための基礎的な枠組みとし

て不可欠であることを指摘したことである．そう

して第（iii）に，経済統計の実査，収集，加工およ

び格納の組織的開発の基礎に国民経済計算の体系

が置かれることを認識したことである．この論文

にはこれ，ら3つの論点炉含意するところを詳細に

追跡し，敷延するためのスペースが，遺憾ながら，

残されていない．ここではこれらの詳細に興味を

持たれ’る読者に対しては注記され’る旧作を参照さ

れるように期待するだけに止めなけれ，ぱならな

い14）．いずれ’にしても，上述した旧SNA（1952）

14）　これら3つの論点の概略的な解説については，

倉林・作間［1980］，第1章を参照．前述した“国民経

済予算”は（ii）の論点に関する典型的な応用例である．

（iii）の論点に関しては，　SNAの枠組みが国連統計局

における統計開発の基礎を形成することに注意すべき
である（United　Natiolls，　pピγε060r〃げ1撹θ7鵬。π認

8弼ゼ∫拓03，Studies　in　Methods，　Series　M　No．56，　New

York　1975）．　SNA（1968）を経済統計開発の基礎的な

枠組みとして用い，さらに社会統計を含む体系の開発
にまで展開する筆者自身の構想は，Y．　K：umbayashi
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の構造と特質が，国民経済計算の体系の展開の基

本方針において，SNA（1968）と本質的に共通す

るものであることが確認されるのである．

　ストーンは旧SNA（1952）の公刊とほぼ時を同

じにして，OEEC（当時）加盟国のための国民勘定

体系の開発に対しても積極的に関与している．

OEECの国民勘定体系と旧SNA（1952）それぞれ

の概念と構造を比較することは，国民経済計算体

系の発展を歴史的に跡ずける見地からすこぶる興

味ある論点と言わなくてはならないが，ここでは

その詳細に立入る紙幅を持っていない15）．差し当

りOEECの国民勘定体系の開発がもたらした2つ

の衝撃について言及するだけに止めておこう．そ

の第1は，OEECの国民勘定体系の開発を契機と

して加盟各国の間の国民勘定の相互比較と専門家

の交流が促進されるに至ったことである．とくに，

OEECの事務局の中に“国民所得研究ユニット”

（Natio且al　hconle　Reseach　Ullit）が組織され，ス

トーンの指導のもとに国民勘定体系の基礎的研究

のみならず，OEECの“単純化体系”を基準とし

て，加盟各国の国民勘定の統一と対照を試みたこ

とは，この分野における専門家の国際交流にとっ

て画期的な発展と言わねばならない．われわれは，

この“国民所得研究ユニット”の場において活躍

した専門家たちの中にマルシェフスキイ（J．Ma－

rczewski），ダークセン（J．　B．　D．　Derksen），オーク

ルスト，ビエルケ（K：．Bjerke）と言った1950年代

より1970年代にかけて活躍した加盟各国におけ

る大家の名前を見出すことができる16）．“国民所得

［1977］に示されている．やや異る視角からではある

炉企業会計の立場から会計情報の基礎的骨格を問う試
みが，原田富士雄，『情報会計論』（現代会計学叢書4），

同文館1978年，において与えられている．

15）　OEECの国民勘定体系には3つの形式がある．

公表の年次順に，OEEC，孟8伽pZ凋鞠謡θ鵬げ翫一
ご伽認∠4000％暢8，Paris　1951；ditto，。4　S診ωη4ω7協38‘

8〃86θη茜ガハ門磁607L認　∠【θoo秘％オ8，　Paris　1952：ditto，∠【

翫α㎡ωγ伽α露鞠3伽』夢1W醐。π謡五〇〇〇髄傭，1958

θ疏伽，Paris　1959，がそれであるが，全勘定を“国民”

概念で統一した体系であるのが特徴である．わが国の

国民経済計算の体系がSNA（1968）に移行する（1978

年8月）以前の国民勘定の体系は，旧SNA（1952）では

なく，このOEECの体系（1958年版）に範をとったも
のである．
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研究ユニット，，におけるOEECの国民勘定標準体

系の開発は，その1958年改計版の公刊によって，

ひとまず完成の域に達する．その直接の責任者と

なったのが同じく“国民所得研究ユニット”にお

いて育まれたスッーフェルである．さらに第2に，

このスッー7エルによる著作，『社会会計の体系』

の公刊は，旧SNA（1952）とOEECにおける国民

勘定体系の開発を軸として進められた1950年代

におけるヨーロッパにおける国民経済計算体系の

理論的研究の総決算であり頂点である．筆者はこ

こでこのスッーフェルの貢献の内容に立入る余裕

を全く持ち合わせていないことを遺憾とするもの

であるが，さきに言及したオークルストおよびオ

ールソンの著作と並べてスッーフェノレの研究が

1960年代のなかばまでの国民経済計算の領域に

おける最高の専門書と断言してはばからない17）．

そうして，次節でも見るように，アメリカにおけ

る国民所得の研究はこれ’らの著作に匹敵する研究

書を遂に生み出すことができなかったのである．

3．NIPAの成立と発展

　わが国の研究者の間では，アメリカにおける国

民所得研究の潮流をクズネツの業蹟に即して，そ

の発展の過程によって代表させるのが大方の定説

となっているようである．同様の動向がアメリカ

における国民所得計算の中心に位置するNIPA

の成立と発展をも左右しているのであろうか．こ

のことを見るためにはNIPAの成立と展開をめ

ぐる歴史的な経過をしばらく追跡することが必要

であろう．そこで，アメリカの国民経済計算の理

論と推計の両面における最高の権威として令名の

高いラグルスと，商務省のBEA（Bμreau　of　Eco一’

　16）　“国民所得研究ユニット”の活動とこれら各国

の専門家の貢献については，わが国の研究者の間で

は少数の例外を除いて殆ど注意されていない．倉林
［1955］は，早くから“国民所得研究ユニット”に注目

　したほとんど唯一の論文である．
　17）　G．Stuve1，β穿舘θη徳己ゾ＆昭弼．4000％πオ8，　C血ren．

don　Press，　Oxford　1965，（能勢信子訳，『社会会計の’

体系』，同文館，1967年）。なお，倉林による同書の書

評が，『経済研究』，1967年1月号，において与えら

れている．倉林［1989］は，随所でこのスツーフェル

　の著作に関説している．

　18）　Carol　S．　Carson，“The　History　of　the　U皿ited
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nomic　Analysis）の次長として現在のNIPAの推

計の責任者の立揚にあるカーソンの両氏がほぼ数

年の間隔を置いてNIPAの推計を歴史的に．回顧

するとともに，その特質と問題を展望した2つの

論文に依拠しながら，この間の事情を明らかにす

ることにしよう18）．

　ところで，アメリカにおける国民所得の本格的

な推計作業がクズネツの精力的な指導と実践とに

よって開拓の端緒を切り開いたことは確かであ

る．ニューディール政策の進行との関連において

も興味のある前後の経緯を一切省略することとし

て，クズネツが当時の商務省のBFDC（Bureau　of

Foreign　and　Domestic　Commerce）の調査課長で

あったデューハースト（J．Frederic　Dewhurst）の

要請を入れて，同調査課のスタッフとして国民所

得推計の指導に当ることになったのが1933年の

1月目ある．年余の精力的な作業は，やがてクズ

ネッによる報告書，“National　Income，1929－32”，

として結実し，上院に提出され，後にaSenate

Documentとして公刊された．この報告書におい

て，クズネッは，2つの国民所得概念を設定して

いる．その1っは，natiollal　income　producedと

名付けられた概念であって，国民経済における純

生産物を表干するものとされている．他の1つは，

natio鳳al　income　paid　outと命名され，た概念であ

って，上記純生産物の生産に貢献する努力に対す

る貨幣もしくは現物の対価の合計であると定義さ

れている．生産の境界もしくは現物給付の範囲と

言った厳密な定義を無視するならば，前者はほぼ

純生産物の合計として観念される“純国民生産

物”に，また後者は“分配要素所得”の合計として

の“走ｯ所得”を観念するものと類似すると言う

ことができよう．た暫し，上記の2つ概念は等価

ではなく，前者には企業事業所による貯蓄が含ま

States　National　Inoome　and　Product　A◎oounts”，

Eθ伽ωqμ％ooη昭α，πd馳｛泌亡ゐ，　Series　21，　No．2，　June

　1975，Richard　Ruggle呂，“The　United　States　National

Illcome　and　Product　Accounts，1947－1977：Their

Conceptual　Basis　and　Evaluation　，　in　M：t【∬ay　E．

Foss，　ed．　by，　Tんθσ：S．。M臨。πωZ　1％ooη粥α幅Pγo♂粥6

五〇〇〇％鷹8’8θZ㏄娚7b弼03，　Studies　in　I且come　and

Wealth，　vo1．47，　The　UPiversity　of　Chicago野ess7

Chicago　and　London　1983．
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れ，るのに対し，後者はそれ，が除れ，ている．この段

階における推計方法としては産業別に発生する所

得の積み上げ，要素所得の形態別の合討からの接

近方法がとられており，後年の“モディティ・フ

ロー法”，あるいはまた純生産物の支出形態別か

らの接近方法は開拓されるまでには至っていない。

　クズネッはやがてNBER（Nationa1　Bureau　of

Eoo且omic　Researc11）に復帰し，商務省における推

計作業はほぼクズネッのこの思考を踏襲して，2

人の後継者であるマーチィン（Robert　F．　Martin）

とネイサン（Roもeτt凡Nathan）の手に委ねられ，

この態勢がほぼ1940年まで続くことになる．こ

の間推計作業の組織面では，BFDCの中に“国民

所得課”が新設され，ネイサンがその長となって

いる．また，注目すべき発展としては，i）1938－

1939年に皿atio■al　in◎ome　paid　outに基く月次

系列の推計，およびii）二二国民所得系列の推計が

企てられたことが挙げられる．この月次系列推計

の企画はやがて放棄される結果となるのであるが，

放棄を余儀なくされた原因が，1つには“個人”

部門概念が正確かつ整合的に定義されなかったこ

と，すなわちincome　paymellts　to　illdividuals

概念のあいまいさと，所得のトランスファーに関

する概念的徹底を欠いたこと，従ってクズネツ的

接近が国民所得をめぐる概念的枠組みの構築を無

視したことに帰ぜられることは，その後のアメリ

カにおける国民所得研究の発展の動向に照らしす

こぶる示唆的であると言わなければならない．

　NIPAのみならず国民所得の推計方法に対して

も新な革新が導入され，るようになるのは1941年

以後のことである．すなわち1941年上記のネィ

サンに代って，ギルバート（Milto怨Gilbert）が

BFDCの国民所得課長に就任するのを契機として，

スタッフが飛躍的に充実するに至るのである．そ

こには1後に言及する“コモディティ・フロー法”

の開発を担当するショー（williain　H：．　Shaw），

所得接近法の改善を受持つクリーマー（Daniel

Crea皿er），サービス関連の推計を担当するデニ

ソン（Edward　F．　Denison），政府部門の推計とと

もに，ギルバートを補佐して作業の総括を担当す

るヤッシ（George　Jaszi）と言った人びとが続々と
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ギルバートの手によって登用され，，強力なライン

アップを形成するに至るからである．

　このギルバートを中心とするチームによる第2

次世界大戦直前および戦争中における国民所得推

計作業のハイライトとしては2つの面を指摘する

ことができるであろう．第1は，生産面からする

国民所得の推計方法が飛躍的に充実されるに至っ

たことである．主要な接近方法は2つあって，1

つは純生産物を支出形態別に推計する接近方法で

ある．この方法に先鞭を着けたのが，ウォーバー

トン（Clark　Warburton）によるブルッキングス研

究所における推計であって，1930年代の初頭にさ

かのぼる．もう1つがクズネッとショーの名前と

ともに知られる“コモディティ・フロー法”である．

ギルバートらのチームはこれらの生産面からする

推計の方法を“コモディティ・・フロー法”を核と

して推進することになるのであるが，当時着々と

して進行しつつあった“ケインズ革命”が国民所

得の推計作業にもたらしたより直接的なイムパク

トとしては，ウォーバートンおよびクズネッでは

なく，むしろ連邦準備制度を拠点として進められ

たカリー（L，auehlin　Cu∬ie）による支出系列の推

計に帰せられるとするのが定説のようである．

　第2のハイライトは，ギルバートらのチームが

国艮所得の概念的基礎を確立し，その彫琢を進め

たことである．これによって，アメリカにおける

国民所得研究は，少くとも公表系列の推計作業に

関する限り，クズネッが設定した概念と推計方法

の路線から脱却して，独立した発展への第1歩を

踏み出すことになった．まずその概念的基礎づけ

について見るならば，クズネツの国民所得概念と

訣を分って，GNPの概念が導入され，これ，と国

民所得の概念が明示的に定義づけられるようにな

った．またGNPと国民所得を関連づけるために

新しく設定された2つの表は，戦後に至って確立

するに至るGNPに関する統合生産勘定における

借方と貸方に対応しており，戦後における国民所

得研究において主たる潮流となった“国民所得よ

り国民勘定”への動向をすでに予見するものであ

ったとも言うことができよう19）．国民所得概念の

彫琢とその推計作業へのフィードバックに関して
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も，、ギルバートらのチームによる活動は多彩であ

る．ここでは紙幅の制約によって，その詳細に立

ち入ることは到底できないが，ごくあらましを述

べるならば次のようになる．まず第1，新しい

GNPと国民所得の概念を基礎とする推計系列が

Survey　of　Current　Business誌上に公表されたの

が1942年5月のことである20）．ここで，新系列

は以下の4つの表で補充される構造を持っている，

すなわち，i）GNPと国民所得の関連，　ii）GNP

の使途別構成，iii）粗所得フローの分配，　iv）個人

所得の支出がそれである．1942年8月にはGNP

と国民所得の4半期系列が公表されている．時を

移さず1943年の5月には，①連邦政府の粗貯蓄

の源泉と使途に関する推計値（1939－1942年）と，

②政府の収入と支出に関する系列を2つの表とし

て附加した新系列が同じくSurvey　of　Curre堪

Busi∬ess誌に公表されると言った矢継ぎ早やの

展開を観察することができる21）．①は，今日の日

米経済構造協議の揚でもしばしば引き合いに出さ

れる“貯蓄・投資バランス’，へと発展していくの

であるし，②が“政府部門の収支勘定”の基礎と

なっていることについては多言を要しないであろ

う．要するに以上に説くところかちも明らかであ

るように，今日のアメリカにおけるNIPAの基

礎は，ギルバートの指導の下にBFDCの国民所

得課のチームがクズネッの国民所得概念からの訣

別と，それ’からの独立を二言することの上で築か

れたのである．この節の冒頭で言及した100ペー

ジに余るラグルスの論文の中でクズネッへの言及

がわずかに2個所（しかも同一ページ）にすぎない

ことは，ラグルスもまたこうした事実の展開を念

頭に置いたことの当然の帰結であったと考えるこ

とができよう．
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　19）　戦後に詣ける国民所得研究の主たる潮流が“国

．民所得より国民勘定”への重点の移向にあることは，

すでに倉林［1963］において正確に言い当てられてい
る．

20）　Milton　Gilbert　and　R．　B．　Ballgs，“Preliminary

Estimates　of　Gross　Natioml　Product，1929－1941　，

8％γ暫θ忽qノ’σ％77θπ診B％8づπθ38，May　1942．

21）　Mllton　Gilbert　and　George　Jaszi，‘‘National

Income　and　Product　iロ1942”，8秘γη8瞑げ伽γγ｛煽

β師πθ∬，】血rch　1943．

回
回

V　　IV

（注）Pは生産，1は所得と支出，CFは資本形成，　Rは海外を表わす．

　第2次大戦後の1947年4月GNP系列には根
本的な改訂が加えられる．改訂の直接的な担い手

となったのは，すでにOBE（O缶ce　of　Busi飢ess

Economics）と組織替えされた部署の中に集うギ

ルバート，デニソン，ヤッシおよびシュワルツ

（Charles　F．　Schwartz）のチームであった22）．こ

の改訂の要点は3つある．第1は，“勘定”形式

による接近方法の確立である．この“勘定”形式

による接近の主たる責任者となったのがヤッシで

あるが，ヤッシは改訂においていわゆる“6勘定”

形式の体系を提案した．“6勘定”とは，以下の各

表で示される，

　表1　．国民に関する所得・生産物要約勘定，

　表H　企業部門の所得・生産物勘定，

　表皿　政府部門の収入と支出勘定，

　表IV海外勘定，

　表V　個人所得・支出勘定，

　表VI連結粗貯蓄・般資勘定，

の6個の勘定である．念のため後述する1958年

の改訂に成る“5勘定”体系と比較・対照のため

図示すると，第1図のように表画することができ

よう．“6勘定”体系．の設計において特に強調しよ

うとしたのは以下の4点である23）．第1，経済を

22）　U．SDepaτme血t　of　Commerce，　Bureau　of

Foreig且and　Do颯estic　Colnmerce，0鐙ce　of　Business

Econo血iCS，㎜’㎜Z乃む0（㎜㈱d　PrαZ切云醜鳩5語θ3

．（ゾ‘んθ　こ玩‘6θd8ごd諾θ5，1929－46，　a　SUPPlement　to　the

8％πθ㌢（ゾ0％”θ幡β襯脇3，Washington　D．　C．1947．

23）　これ，らの点は，後は言及する1955年の（めn－

ference　in　Inc。me　and　Wealthで報告された論文
（George　Jaszi，‘‘The　conceptual　B耳sis　of　the　Ac層

oo甑ts　l　A　Re－examhatio皿，，，　i∬Co五ference　o且Re・

seafch　in　Incolne　a且d　Wealth，五（隔絢鰍ゾ伽翫髭裾

860匿θ31箆σoη粥　απd　Pγod㎜｝4000％％孟8，　Studies　ill

I五〇〇me　and　Wealth，　Vo1．22，　Pri血ceton　U皿iversity
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取引主体のグループに分割し，経済プロセスを取

引フローの関係として記述すること，第2，経済

プロセスを財・サービスの生産を基軸として組織

化すること，第3，経常取引と資本取引を区別す

ること，第4，各取引主体のグループに関し，イ

ンフローとアウトフローのバランスを達成するこ

とがそれである．ここでヤッシの提示したポイン

トは，それ以後の国民経済計算：体系の開発に対し

てもそれぞれに重要な含意を持っているので，結

論を先取りすることにはなるが少々注釈を加えて

おこう．

　まず第1点は，広義の“取引主体／取引原則”が

設定せられていると考えられる点が注目される．

アメリカの国民所得計算で“取引主体1取引原則”

が自明の前提となっていることの事実的な証拠と

でも言うべきものである．しかし，上記の原則を

自明の前提として認知しうるかどうかは別のこと

である鋤．第2点は，今日の国民経済計算体系に

おける実物的循環の対象を記述する上での根本的

な前提である．最近，アイスナー（Robert　Eisner）

が提案するTISA（the　Total　incomes　System　of

Aceounts），ないしはジャスター（Tho飢as　Justef）

の主張する“M：ESPの枠組み”（A　Framework　for

the］M［easur6hle且t　of　Eco且。エロic　and　Socia1．Per－

fomlanoe）は，国民経済計算の体系が固有の記述

の対象とする実物的循還と金融的循環の範囲を根

本的に変更しようとする試みなのであって，これ

らをNIPAないしSNAと同一の次元で比較する

ことは論理的な矛盾なのである25）．ヤッシは国民

Press，．PrimetoP　1958）の中で一層明示的に指摘され

ている．

24）　“取引主体ノ取引原則”に対する筆者の批判的見’

解は，倉林［1989］，第9章の中に述べられている．

25）　アイスナーおよびジャスターによるNIPAを拡

大する試みの概略と，これに対する筆者の見解は，倉林

［1989］，第6章に与えられている．アイスナーは，最近

これまでの研究の成果を，Robert　Eisner，丁目Zo弼
1箆60η昭5S忽3ε伽げ，4600％％68，　The　U五iversity　of　Chica－

go　press，　Chicago　and　Lo且do11，1989，の形で公刊した．

その第2章（pp．8－20）にも述べるように，資本ストッ

クの範囲，生産の境界の設定の観点からNIPA．と全
く異なった生産物と所得の概念が設定され’ることが公

理論的に帰結される．また，フローとストックの対応
関係，．それ，から派生するフロー勘定とストック勘定の

Vo1．41　No．2

勘定（ないし国民所得計算）の固有の対象範囲を的

確に限定しえたと言うべきである．第4点は企業

会計との比較において，国民経済計算体系の会計

構造の基本に関する論点である．企業会計が記録

の対象とする揚は，同じ取引主体についての勘定

科目の集りに関する取引である．それゆえ，取引

に関するインフローとアウトフローのバランスは

取引の対象である個々の勘定科目について設定さ

れる．すなわち，複式記入に関する“水平的なバ

ランス関係”が設定され，るめである．ところが国

民経済計算における取引が記録される場は，その

対象だけでなく，取引の当事者によっても制約さ

れているのである．従って，複式記入に関しては，

取引の対象に関する“水平的バランス関係”だけ

でなく，’取引の主体に関する“垂直的バランス関

係”を設定しなくてはならない．“垂直的バラ．ン

ス関係”の成立は，結果として“結果バランス”

（un　solde－r6sultat）あるいは“内部記帳”（internal

book－keepi皿g．entries）項目を指定ないし導入す

ることによって保証されるのである26）．当時のヤ

ッシが企業会計との比較において，国民経済計算

における会計構造の特質をどの程度まで自覚的に

認識していたかは明らかでない．しかしながら，

アメリカにおける国民経済計算の専門家の間でし

ばしば国民経済計算ないしは．NlpAの解説に際

して，すこぶる安易に企業会計の論理が援用され

る点に注目すると，このヤッシの指摘の持つ含意

各記入項目の間に成立すべき整合性と体系の完全接合

性も不完全である．ドーンプッシュとフ辱ッシャーが

アイスナーのTISAをもってNIPAの拡張と見なすの
は全く誤解ど言わねばならない（ドーンプッシュ・フ
ィッシャー，『マクロ経済学』，上巻，（広松　旧訳），

PP・弼一48）・むしろNIPAの拡張として・ドーンプ

ッシュとフィッシャーは，後述するラグルス夫妻の
研究（1982）を引用すべきであったと思われる．アメリ

カのマクロ・エコノミストの怠慢を指摘せざるをえな

い．

26）　これ，らの論点に関する詳しい議論は，倉林

［1989］，第1’章においてなされている．併せて，“内

部記帳”項目の特性と“量目的バランス関係”の維持
のための必要性に関しては，G．　Stuve1，8〃3諭㎜｛ゾ

＆漉認廊。傭撹8，0xford　1965，を，また“結果バラン

ス”の設定に関しては，O．　Arkhipoff，‘‘Formalislne

oOmptable”，1984を参照．
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は恵めて問い直してみるだけの価値を持つものと

言えよう27）．

　1947年改訂における“勘定”形式による接近方

法の持つ革新に深入りしたわれわれは，他の2つ

の要点について簡単に言及するだけに止めなけれ

ばならない．第2の要点は，NIPAに記録される

集計量概念の定義が明確に設定されるようになっ

たことである．第3に，推計作業における基礎統

計の所在，加工の方法，相互の調整に関し一層の

彫琢と洗練が加えられるに至ったことも特記して

おく必要がある．総じて，国民経済計算の体系に

記録されるもろもろの集計量は高次に加工された

データの系列にほかならないから，加工の基礎に

ある第1次統計の系列の間の相互関係がことさら

に重視されなくてはならないのである．1947年の

改訂は，アメリカにおけるNIPAのはじまりであ

る．改訂の第1の要点として指摘した“勘定”形

式による接近の方法の採用は，国民所得とその構

成要素の概念とその推計方法のみしか考慮しなか

ったクズネツの接近方法が持つ視野の限界を国民

勘定を揚とする取引フローの交流関係へと解放し，

これによって，集計量の定義と相互間の整合性を

達成しえたのであった．このことは，国民所得と

その構成要素に拘泥するの余りに，集計量の定義

において，しばしば矛盾と不整合を露呈したクズ

ネッの接近方法と著るしい対照を形成するのであ

る。覧の見地から，1947年の改訂が前節のはじめ

に注意したイギリスの“国民所得白書”とその展

開に対する克明な検討，およびこれに基いて持た．

れたイギリスとアメリカおよびカナダの専門家を

交えた会合と協議の成果に基いて進められたこと

に注意しておくことは重要であろう28）．1970年

27）　そのよい例は，Allan　H．　Young　a皿d且ele且
Tice　Stone，　S％r”θ写q／0％瞥θπごβ％画π883，　March　1985，

に見られる．彼等は，企業会計との比較において，国

民経済計算における会計構造の特質を全く理解してい
ない．

28）　この点に関してはデニソンによる会合の詳しい

報告，論点の詳細な言及が，Edward　Denison，“Report

on　Tripaτtite　Discussions　of　National　Income　Mea－

surement，，，　in　Conference　on　Reseaτch　in　I皿oome

aロdWealth，8鰯蜘伽伽㎜α嘱肋α嫉Vo1．10，
National　Bureau　of　Eoollomic　Researc11，　New　York
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代以降のアメリカにおけるNIPAの研究開発の

動向を観察する限り，関連分野における国際的な

研究開発の潮流を積極的に摂取する意欲と取り組

みが次第に稀薄になりつつあるように思われるか

らである．

　1947年の改訂における“6勘定”体系・は，NIPA

における基礎的な枠組みとして完成するのには1

つの重大な欠陥を内蔵していた．ギルバートらの

グループによって開発された“6勘定”の体系は，

やがてNBERの主催で持たれる1955年のCon一
、ference　in　Income　and　Wealthにおける中心的な

問題として設定され，ここで今やギルバートの地

位を襲ったヤッシがNIPAの哲学と基本構想を

披歴し，これに基いて“6勘定”体系より“5勘定”

体系への転換を予告するのである（第1図参照）．

そこで，ヤッシは，企業部門勘定（6勘定体系の

H）と国民所得と生産物勘定（6勘定体系の1）の

連結を示唆している・が，“6勘定”体系が持つ勘定

体系としての本質的な難点を正しく捕らえていな

い．前にも指摘したように，国民勘定の体系にお

ける“垂直的バランス関係”は“内部記帳”項目の

導入によって達成されるから，完全接合の体系で

はこれら“内部記帳”項目相互間の整合性とバラ

ンス関係の達成をも併せて考慮しなければならな

い．ところが前記の“6勘定”体系は，“内部記帳”

項目の存在とそれら相互間の整合性に対する認識

を全く欠いているのである．この点に関する正確

な認識に立って，国民概念によって統一された

“6勘定”の体系を整合的な形式に表章したのが

OEECの体系（1958年版）である．それ，は，企業

部門勘定に代えて，点線で囲った国民所得の分配

勘定を代置し，併せて政府部門勘定（6勘定体系

の皿）と個人部門勘定（6勘定体系のV）を残す方

法である．

　いずれにしてもやッシによって予告され’た“5

勘定”の体系はNIPAの1958年改訂となって結

実し，その後の小改訂を別にすれば，今日のNIPA

の基本的な枠組みとして継続され’ていくことにな

るのである．しかし紙幅の制約は1958年のNIPA

改訂以後の発展に立入る余裕を全く許さない．わ

　1947，に与えられている．
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れわれの叙述は“5勘定”体系を列挙することで，

ひとまず止めることにしなければならない．1958

年の改訂における“5勘定”の体系は，以下の勘定

から成っている．

　1　国民所得と生産物勘定

　H　個人所得と支出勘定

　皿．政府の収入と支出勘定

　IV　海外取引勘定

　V　粗貯蓄と投資勘定

4．SANの改訂とMPA

　旧SNA（1952）からSNA（1968）への改訂は，国

民経済計算の統合体系の提示と言う見地だけに立

っても，時代を画する大きな革新であった，SNA

（1968）の公刊を契機として先進工業国の大多数は，

この体系への“収束”を目ざして活溌な動きを展

開した．その最も顕著な一例がフランスにおける

“拡大され，た国民経済計算の体系”（エesyst6me

61argi　de　oomptabilitεnationale一略してSECN）

への発展である．紙幅の制約のためすこぶる大胆

な短絡をあえてすると，フランスの国民経済計算

の体系は，なかばのM：PSの島津をとどめる原始的

体系（1940年代の後半ンから現代のSNA（1968）を

も凌ぐ最新鋭のシステムへと飛躍的な変身と発展

を遂げるのである29）．こうした国際的動向と比較

するとアメリカにおける対応はすこぶる低調であ

ったと言わざるをえない．しかし，こうした環境

のなかで国民経済計算の統合体系を模索する試み

がなかったわけではない．1956年，当時の統計

基準局（the　O缶ce　of　Statistica1　Standards）と予

算局（the　Bureau　of　Budgets）の要請に基いて

NBERに委託して設置せられた“国民勘定審査委

員会”（the　National　A㏄ounts　Review　Commit－

tee）の主たる目的の1つがほかならぬ国民経済計

算の統合体系の設計にあったことは，むしろアメ

リカがこの分野で先行すらしていたことを物語っ

ている．同委員会における国民経済計算の統合体

29）　フランスの国民経済計算体系の発展については，

例えば，倉林［1989］，第8章を参照．最も新しい動
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ているが，公式統計として結実するには至らなか

ったのである．同委員会が指摘したNIPAに関す

る問題点の改善のための提案を含めて，提案され

た国民経済計算の統合体系がなぜ実行されなかっ

たかは，SNA（1968）への対応とも含めてあらた

めて検討を要するトピックスと言うべきであろ
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